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平成１２年３月期　　中 間 連 結 決 算 短 信　　　　　　　　　　　　　平成１１年１１月１１日

　上 場 会 社 名　　　ミ ネ ベ ア 株 式 会 社　　　 上場取引所(所属部)　　東証・大証・名証 各第１部

　コ ー ド 番 号　  　６４７９

　本 社 所 在 地　　　長野県北佐久郡御代田町大字御代田

４１０６番地７３

　問 合 せ 先　　　責任者役職名　　取締役経理部長

　　　　　　　　　　　氏　　　　名　　大 木 貞 彦　　　ＴＥＬ　（０３）５４３４－８６１１

　中間連結決算取締役会開催日　　平成１１年１１月１１日

１．１１年９月中間期の業績　(平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日)

(1)  経 営 成 績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

売 上 高
 対前年中間期

   増 減 率
営業利益

 対前年中間期

   増 減 率
経常利益

 対前年中間期

   増 減 率

百万円 ％            百万円 ％ 百万円 ％

 １１年９月中間期  １４３,１６４ (△  ７.５)   １６,４５０ (△１６.６) １２,２３７ (　  ６.５)

 １０年９月中間期  １５４,８４８ (△　６.４) １９,７３５ (△２７.５) １１,４８９ (△１５.９)

 １１年３月期  ３０５,３２４   ３８,５４６ ２０,２２１

中間(当期)純利益
 対前年中間期

   増 減 率

1 株 当 た り

中間(当期)純利益

潜 在 株 式 調 整 後

1 株当たり中間(当期)純利益

株 主 資 本

中間(当期)純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

 百万円 ％  円　　銭 円　　銭          ％ ％ ％

 １１年９月中間期  △ ５,２８９ (   ――  )  △１３　３０ ――   △ ３.５ ２.８ ８.５

 １０年９月中間期     ２,５４７ (△６６.４)     ６　４１     ６　０８ 　   １.８ ２.４ ７.４

 １１年３月期   １１,５０７   ２８　９４   ２６　３２      ８.０ ４.２ ６.６

(注)1.持分法投資損益　９百万円 (１０年９月中間期  ８８百万円 ,１１年３月期　１３百万円)

2.11 年 9月中間期につきましては、税効果会計を早期に適用しております。

(2) 財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

               百万円                 百万円 　　　　　　　　％ 　　　　　円　　　銭

 １１年９月中間期 ４１２,１９１ １５２,９９０ ３７.１ ３８４　　５４

 １０年９月中間期 ４８０,７８９ １４５,５０８ ３０.３ ３６５　　８０

 １１年３月期 ４７３,３６０ １４５,７０５ ３０.８ ３６６    ２９

(3) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　５４社

関 連 会 社 数　　　２社（うち持分法適用会社数　２社）

(4) 会計処理の方法等の変更

① 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　　　連結(新規)　  ２社 持分法(新規)　　０社

　　　　　　(除外)　　６社 　　　(除外)　  ０社

② 会計処理の方法の変更      無
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２．１２年３月期の業績予想　(平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日)

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

１２年３月期 ３００,０００ ２３,０００ １,０００

(参考) 1株当たり予想当期純利益　(連結)　２円 ５１銭　　　(単独) △ ４７円 ７６銭

〔参考〕 当社(単独)の１１年９月中間期の業績　(平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日)

売 上 高
 対前年中間期             

  増 減 率
営 業 利 益

 対前年中間期

  増 減 率
経 常 利 益

 対前年中間期

  増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

９１,７９３ (△ １１.２) ４,５５９ (△ ３３.２) ５,６０４ (△ ４１.８)

中 間 純 利 益
 対前年中間期

  増 減 率

１ 株 当 た り

中 間 純 利 益 総 資 産 株 主 資 本

百万円 ％       　　　　円　　銭 百万円 百万円

   △ ２２,１３３ (  ――  )        △ ５５  ６４ ３７９,８８７ １７６,６９７
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添 付 資 料

１．当中間期及び通期の業績の概況

当中間期のわが国経済は、政府の一連の経済対策により景気は下げどまりの状況にあるものの、民間設備投資や個人消

費は振るわず、長期にわたる停滞が続いております。一方、米国経済は堅調に推移し、欧州経済は明るさが増してまいり

ました。アジアについても、漸く通貨危機からの回復が見え始めました。

このような状況の下で、当社の主力部門でありますベアリング部門、電子機器及び部品部門は、東南アジア地域におい

て情報通信機器関連業界向けの需要が増加致しましたが、国内市場は景気低迷の影響、及び価格競争の激化により厳しい

状況が続きました。

当社はかかる経営環境の中で、生産効率、品質向上、販売活動の強化に努め、業績の向上をはかりましたが、売上高は

１４３,１６４百万円、営業利益は１６,４５０百万円と前年中間期比でそれぞれ７.５％、１６.６％減少致しました。経

常利益は借入金返済の効果もあり金融収支が改善し、１２,２３７百万円と前年中間期比６.５％増加致しました。

また、当中間期に、経営資源の集中及び財務体質の改善をはかるため、全額出資子会社であるミネベア信販株式会社の

株式等の譲渡を決定したこと等に伴い、関係会社事業整理損として特別損失に２２,０３６百万円を計上致しました。一方、

税効果会計を当中間期から早期に適用し、法人税等調整額に６,０２０百万円計上致しました。この結果,誠に遺憾ながら,

中間純損失は５,２８９百万円となりました。

当下半期につきましては、わが国の景気は漸く緩やかな回復が見込まれ、アジア経済は順調な回復が期待されます。欧

州経済も明るさが増してきましたが、米国経済は景気拡大が続いているもののインフレ懸念が徐々に高まる等、不透明な

状況にあります。

当社はかかる情勢に対処し、国内外の製造部門、販売部門の更なる強化と財務体質の改善に努め、業績の一層の向上を

はかる所存であります。

なお、９頁３.セグメント情報に記載のとおり、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

部門別売上高は次のとおりです。

（単位：百万円）

当 中 間 期 前 中 間 期      比 較 増 減 前       期期　別

部　門 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率 金　　額 構成比

ベ ア リ ン グ ４２,４３３  30% ４８,２４８     31% △　５,８１５ △  12% ９１,６９１     30%

電子機器及び部品 ７３,３２４    51 ８３,０９４    54 △　９,７７０ △  12 １５７,６０３     52

機 械 部 品 １４,０４０    10 １２,８０４     8 １,２３６    10 ２７,２２０      9

輸送用機器及び部品 １,４２０     1 １,４５５     1 △ 　　　３５ △   2 ３,６２４      1

特殊機器及び部品 ６,４９７     4 ７,４３０     5 △　　 ９３３ △  13 １３,７６６      4

そ の 他 ５,４５０     4 １,８１７     1 ３,６３３    200 １１,４２０      4

合 計 １４３,１６４  100 １５４,８４８  100 △１１,６８３ △   8 ３０５,３２４    100

(注)  連結会社相互間の売上取引額は相殺消去しております。
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２．(1) 中 間 連 結 貸 借 対 照 表   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間期(１１・９・３

０)

前中間期(１０・９・３

０)
比　較　増　減 前 期(１１・３・３１)期　別

科　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率 金　　額 構成比

（資 産 の 部）

流 動 資 産

　　現 金 及 び 預 金

　　受取手形及び売掛金

　　営 業 貸 付 金

　　有 価 証 券

　　た な 卸 資 産

　　前 払 税 金

　　繰 延 税 金 資 産

　　そ の 他

　　貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

　有 形 固 定 資 産

　　建 物 及 び 構 築 物

　　機械装置及び運搬具

　　工具器具及び備品

　　土 地

　　建 設 仮 勘 定

　　減 価 償 却 累 計 額

　無 形 固 定 資 産

　　連 結 調 整 勘 定

　　そ の 他

　投資その他の資産

　　投 資 有 価 証 券

　　長 期 貸 付 金

　　繰 延 税 金 資 産

　　そ の 他

　　貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

為替換算調整勘定

１５６,９２１

２５,８４８

５６,５６８

－

９,５３１

４７,７１３

－

６,６４５

１１,６２６

△    １,０１２

１７６,４８０

１３７,８９９

８０,１０１

１５７,３１４

３７,４５２

１０,７３１

２,３２９

△１５０,０３０

１８,５６７

１７,４５６

１,１１１

２０,０１３

１,３３６

１,９０１

１４,８６４

３,７６４

△    １,８５３

３０８

７８,４８１

％

38.1

42.8

0.1

19.0

２１２,２９２

２５,１８６

７２,２０８

２４,７５３

６,４６８

６１,２４１

３,１０５

－

２０,４９０

△    １,１６０

２１１,３８８

１７３,９０５

９１,０１９

１９１,１０５

４１,６３５

１２,１１９

２,２６２

△１６４,２３８

２３,５４４

２２,１５１

１,３９３

１３,９３８

１,７３７

８,６８６

－

８,４５３

△    ４,９３９

３２５

５６,７８２

％

44.1

44.0

0.1

11.8

△　５５,３７０

６６２

△　１５,６３９

△　２４,７５３

３,０６３

△　１３,５２７

△　　３,１０５

６,６４５

△　　８,８６３

１４８

△　３４,９０８

△　３６,００６

△　１０,９１８

△　３３,７９１

△　　４,１８２

△　　１,３８７

６７

１４,２０７

△　　４,９７７

△　　４,６９５

△　　 　２８２

６,０７４

△　　 　４０１

△　　６,７８５

１４,８６４

△　　４,６８８

３,０８５

△　　 　　１７

２１,６９８

％

△ 26.1

△ 16.5

△  5.2

38.2

２１９,８２６

５０,１８７

６６,９８２

２１,３２３

１０,０５９

５３,８１６

２,７６８

－

１５,９０３

△    １,２１３

１８８,９４７

１６０,７０８

８８,０７７

１７８,５８７

４０,７３７

１１,７３９

２,１０９

△ １６０,５４３

２０,９０５

１９,６２７

１,２７８

７,３３３

１,３４６

８６

－

８,４４３

△    ２,５４２

４３４

６４,１５２

％

46.4

39.9

0.1

13.6

資　産　合　計 ４１２,１９１ 100.0 ４８０,７８９ 100.0 △　６８,５９７ △ 14.3 ４７３,３６０ 100.0

当中間期 前中間期 前　　期

(注) 1.保証債務 　　　－　百万円 　　　３２百万円 　　　－　百万円

2.自己株式の数  　１,９３６　株 　　　３６２　株  　１,２１４　株
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間期(１１・９・３

０)

前中間期(１０・９・３

０)
比　較　増　減 前 期(１１・３・３１)期　別

科　目
金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率 金　　額 構成比

（負 債 の 部）

流 動 負 債

　　支払手形及び買掛金

　　短 期 借 入 金

　　長期借入金(1年以内返済)

　　コマーシャルペーパー

　　未 払 法 人 税 等

　　賞 与 引 当 金

　　そ の 他

固 定 負 債

　　社 債

　　転 換 社 債

　　長 期 借 入 金

　　退 職 給 与 引 当 金

　　そ の 他

負 債 合 計

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分

（資 本 の 部）

資 本 金

資 本 準 備 金

１２５,３３８

２７,３５５

６９,０２６

６,１２０

－

２,７６４

４,３９２

１５,６７９

１３３,５４９

３５,０００

４２,０２９

５４,８３５

２５９

１,４２５

２５８,８８８

３１３

６７,６９５

９４,１９３

％

30.4

32.4

62.8

0.1

16.4

22.9

２１７,９６９

３２,４８８

１２９,９９５

９,１１６

１８,８３６

３,７７１

４,７２７

１９,０３３

１１３,３１６

２５,０００

４２,０９４

４３,９０９

３５２

１,９６０

３３１,２８６

３,９９４

６７,６６３

９４,１６１

％

45.3

23.6

68.9

0.8

14.1

19.6

△　９２,６３１

△　　５,１３３

△　６０,９６９

△　　２,９９６

△　１８,８３６

△　　１,００６

△　　 　３３５

△　　３,３５３

２０,２３３

１０,０００

△　　 　　６５

１０,９２６

△　　 　　９３

△　　 　５３４

△　７２,３９７

△　　３,６８１

　３２

　　　　　３２

％

△ 42.5

17.9

△ 21.9

△ 92.2

0.0

0.0

１９７,０７１

２７,６９３

１２４,３３４

７,６４３

１０,８４９

４,２１０

３,２８９

１９,０４９

１３０,１４９

３５,０００

４２,０９１

５１,１３２

３２１

１,６０５

３２７,２２１

４３３

６７,６６４

９４,１６２

％

41.6

27.5

69.1

0.1

14.3

19.9

欠 損 金        

１６１,８８９

８,８９６

39.3

△  2.2

１６１,８２４

１６,３１５

33.7

△  3.4

６４

△　　７,４１８

0.0

△ 45.5

１６１,８２７

１６,１２０

34.2

△  3.4

自 己 株 式

１５２,９９３

△  　        ２

37.1

△  0.0

１４５,５０９

△            ０

30.3

△  0.0

７,４８３

△            ２

5.1 １４５,７０６

△　　 　　  １

30.8

△  0.0

資 本 合 計 １５２,９９０ 37.1 １４５,５０８ 30.3 ７,４８１ 5.1 １４５,７０５ 30.8

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 ４１２,１９１ 100.0 ４８０,７８９ 100.0 △　６８,５９７ △ 14.3 ４７３,３６０ 100.0
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(2)中 間 連結損益及び剰余金結合計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

当 中 間 期

自１１・４・　１

至１１・９・３０

前 中 間 期

自１０・４・　１

至１０・９・３０

比　較　増　減

前     期

自１０・４・　１

至１１・３・３１

期　別

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 率 金　　額 百分比

売 上 高
売 上 原 価

１４３,１６４
１０１,７３１

％
100.0
71.1

１５４,８４８
１１０,７６３

％
100.0
71.5

△　１１,６８３
△　　９,０３２

％
△　7.5
△  8.2

３０５,３２４
２１５,１６３

％
100.0
70.5

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

４１,４３２
２４,９８２

28.9
17.4

４４,０８４
２４,３４８

28.5
15.7

△　　２,６５１
　　 　６３３

△  6.0
　2.6

９０,１６１
５１,６１４

29.5
16.9

営 業 利 益
営 業 外 収 益
　受 取 利 息

１６,４５０
２,１７２

２５０

11.5
1.5

１９,７３５
１,４９０

２６６

12.8
0.9

△　　３,２８５
６８２

△　 　　　１６

△ 16.6
45.8

３８,５４６
１,７２５

６９１

12.6
0.6

有価証券評価損戻入額 １,１６１ － １,１６１ －

　持分法による投資利益
　そ の 他
営 業 外 費 用
　支 払 利 息
　為 替 差 損
　有 価 証 券 評 価 損
　貸 倒 損 失
　そ の 他

９
７５１

６,３８５
４,２６０

８５８
－
－

１,２６６

4.5

８８
１,１３４
９,７３６
６,９７７

－
－
－

２,７５８

6.3

△　　　　 ７９
△ 　　　３８３
△　　３,３５０
△　　２,７１７

８５８
－
－

△　　１,４９１

△ 34.4

１３
１,０２０

２０,０５０
１２,２３１

８６０
１,２５６
２,３０８
３,３９４

6.6

経 常 利 益
特 別 利 益
　固 定 資 産 売 却 益
　投資有価証券売却益
　貸倒引当金戻入額
特 別 損 失
　たな卸資産廃棄損
　販売用不動産処分損
　固 定 資 産 売 却 損
　固 定 資 産 除 却 損
有 価 証 券 評 価 損

　投資有価証券消却損
　関係会社事業整理損          
　役 員 退 職 慰 労 金

１２,２３７
２０８
５１
－

１５６
２２,７７７

－
－

３４
１９７

－
－

２２,０３６
５０９

8.5
0.2

15.9

１１,４８９
１５２
５２
－

９９
５,５３２

－
７３
１０
７５

５,３５３
－
－

１９

7.4
0.1

3.6

７４７
５６

　△　 　　　　１
－

５７
１７,２４４

－
△　　　　 ７３

２４
１２１

△　　５,３５３
－

２２,０３６
４９０

6.5
37.0

311.7

２０,２２１
３９９
１９０
２５

１８３
２,１８５
１,４６７

１０３
１６

２９９
－

２７８
-

１９

6.6
0.1

0.7

税 金 等 調 整 前
中間 ( 当 期 ) 純 利 益

－ ６,１０９ 3.9 △  　６,１０９ １８,４３５ 6.0

税 金 等 調 整 前
中 間 純 損 失

　１０,３３１△　7.2 － 　１０,３３１ －

法 人 税 , 住 民 税
及 び 事 業 税

１,３４７ １,６６９ △　　　 ３２１ ４,６５５

過年度法人税等戻入額 ４２１ － 　　 　４２１ －

法 人 税 等 期 間
配 分 調 整 額

－ １,３５２ △ 　 １,３５２ １,６８９

法 人 税 等 調 整 額 △　　６,０２０ － △ 　 ６,０２０ －

法人税等合計 △　　５,０９４ △  3.5 ３,０２１ 2.0 △　  ８,１１５△268.6 ６,３４５ 2.1
　少 数 株 主 利 益 ５１ 0.0 ５４０ 0.3 △  　　 ４８８ △ 90.4 ５８１ 0.2

中間 ( 当 期 ) 純 利 益 － ２,５４７ 1.6 △　  ２,５４７ １１,５０７ 3.7
中 間 純 損 失 ５,２８９ △  3.7 －   　５,２８９ －
欠 損 金 期 首 残 高
欠 損 金 期 首 残 高

３,６０６
１６,１２０

１８,８６２
２０,０８５

△  １５,２５５
△　　３,９６４

２４,７５２
２０,０８５

利益準備金期首残高 － １,２２３ △　　１,２２３ １,２２３
過年度税効果調整額 １２,５１３ － １２,５１３ －

　連結子会社の増加に
　よる欠損金増加高

－ － － ５,８８９

欠 損 金 増 加 高
　配 当 金
　役 員 賞 与

－
－
－

－
－
－

－
－
－

２,８７５
２,７８４

９１

欠損金中間期末(期末)残高 ８,８９６ １６,３１５ △　　７,４１８ １６,１２０
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(注)　リース取引関係

　当　　中　　間　　期 　前　　中　　間　　期 　　　前　　　　期

取得価額

相 当 額

減価償却累計

額 相 当 額

中間期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却累計

額 相 当 額

中間期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却累計

額 相 当 額

期末残高

相 当 額

    ①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末(期末)

残高相当額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

　機 械 装 置
　及 び 運 搬 具

２,２３１ １,１９６ １,０３５ １,８０６ ９４４ ８６１ １,９６４ １,０９２ ８７２

　工具器具及び備品 ４,６６３ ２,６０１ ２,０６２ ４,５７５ ２,３３１ ２,２４４ ４,６７３ ２,４７３ ２,２００

　　合　　　　計 ６,８９４ ３,７９７ ３,０９７ ６,３８１ ３,２７５ ３,１０５ ６,６３７ ３,５６５ ３,０７２

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内 １,３４５百万円 １,２５１百万円 １,３０９百万円

１ 年 超 １,７５２百万円 １,８５４百万円 １,７６３百万円

 　合 計 ３,０９７百万円 ３,１０５百万円 ３,０７２百万円

なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期

末)残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 　７４８百万円 　６８８百万円 １,６０３百万円

減価償却費相当額 　７４８百万円 　６８８百万円 １,６０３百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(3) 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項

①連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　　　　　連結子会社数　　　　　５４社　　　　主要会社名 NMB SINGAPORE LTD. , NMB (USA) INC. , NMB THAI LTD.

MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD.

　　　　　　関連会社数　　　　　　　２社　　　　うち持分法適用会社数及び主要会社名　　　２社

(株)湘南精機 , 関東精工(株)

②連結範囲及び持分法の適用の異動状況

(イ)連結子会社 新

規

会社合併による(商号変更)

会社設立による

(１社)

(１社)

NMB TECHNOLOGIES CORPORATION

NMB F.T.INC.

除

外

会社合併による

株式売却による

会社清算による

(２社)

(１社)

(３社)

NMB CORPORATION

NMB TECHNOLOGIES INC.

ミネベア信販(株)

TOOL PRODUCTS (THAILAND) LTD.

HWAN THAI ENTERPRISE CO.,LTD.

(株)アクタス神戸

(ロ)持分法適用会社 新

規
ありません。

除

外
ありません。

③  投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

親会社投資勘定と連結子会社資本勘定との相殺消去は、段階法によっております。

④  未実現損益の消去に関する事項

連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益は、全額消去しております。

⑤  在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

1.在外連結子会社の財務諸表項目の円貨への換算は次のとおりであります。

　　　　　　　　　貸借対照表項目　　　決算時の為替相場

　　　　　　　　　損益計算書項目　　　期中平均の為替相場

但し、親会社投資勘定に対する子会社資本勘定については取得時または発生時の為替相場にて換算し、当該換算

により生じた換算差額は貸借対照表上、為替換算調整勘定として処理しております。

2.持分法適用の在外非連結子会社及び在外関連会社の財務諸表項目の円貨への換算は、上記１．に基づいて行ってお

ります。

⑥　利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結損益及び剰余金結合計算書は、連結会社の利益処分について、連結財務諸表規則第８条ただし書の方式（繰上

方式）によっております。

⑦　法人税等の期間配分の処理に関する事項

法人税その他利益に関する金額を課税標準として課される租税については、税効果会計を適用しております。

(追加情報)

法人税、住民税及び事業税については、従来、未実現損益の消去及び貸倒引当金の連結ベースでの修正等により生

ずる連結利益の増減について、法人税等の期間配分の処理を行っておりましたが、当中間期から法人税その他利益に

関連する金額を課税標準として課される租税については、税効果会計を早期に適用しております。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、資産が１９,２３３百万円増加し、当期純損失が６,６５６百万

円、欠損金が１２,５１３百万円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響額は、「３．セグメント情報」に記載しております。

⑧　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑨　消費税等の会計処理（国内連結会社）

税抜方式によっております。
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３．セグメント情報

(1) 事業の種類別セグメント情報

当社企業グループは、主力製品であるベアリング、電子機器等の機械器具関連の製造販売を中心に事業を行っており

ます。当中間期、前中間期及び前期における同事業の売上高、営業利益及び資産の金額が、いずれも、全セグメントの

売上高の合計、営業利益の合計及び資産の金額の合計の９０％超であるため、いずれの会計期間ともに、事業の種類別

セグメント情報の記載を省略しております。

(2) 所在地別セグメント情報 　（単位：百万円）

当　　　中　　　間　　　期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去

又は全社
連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益

　売 上 高

　(1) 外 部 顧 客 に

　　　対する売上高
56,918 38,883 30,396 16,967 143,164 － 143,164

　(2) セグメント間の

　　　内 部 売 上 高
42,324 51,692 469 995 95,480 △  95,480 －

計 99,242 90,575 30,865 17,962 238,644 △  95,480 143,164

　営 業 費 用 93,505 81,490 29,786 17,413 222,194 △  95,480 126,714

　営 業 利 益 5,737 9,085 1,079 549 16,450 － 16,450

Ⅱ　資 産 185,974 155,668 42,164 33,122 416,928 △   4,737 412,191
  

　（単位：百万円）

前　　　中　　　間　　　期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去

又は全社
連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益

　売 上 高

　(1) 外 部 顧 客 に

　　　対する売上高
57,034 39,705 35,560 22,548 154,848 － 154,848

　(2) セグメント間の

　　　内 部 売 上 高
46,670 51,455 1,124 730 99,979 △  99,979 －

計 103,704 91,160 36,684 23,278 254,827 △  99,979 154,848

　営 業 費 用 94,641 83,104 34,960 22,386 235,091 △  99,979 135,112

　営 業 利 益 9,063 8,056 1,724 892 19,735 － 19,735

Ⅱ　資 産 244,753 157,827 51,574 39,579 493,733 △  12,944 480,789

　（単位：百万円）

前　　　　　　　　　　期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去

又は全社
連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益

　売 上 高

　(1) 外 部 顧 客 に

　　　対する売上高
121,123 77,038 65,806 41,357 305,324 － 305,324

　(2) セグメント間の

　　　内 部 売 上 高
88,054 119,541 2,239 2,157 211,991 △ 211,991 －

計 209,177 196,579 68,045 43,514 517,315 △ 211,991 305,324

　営 業 費 用 192,987 179,557 64,895 41,330 478,769 △ 211,991 266,778

　営 業 利 益 16,190 17,022 3,150 2,184 38,546 － 38,546

Ⅱ　資 産 244,831 155,029 45,611 30,738 476,209 △   2,849 473,360

(注)1.国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
①　国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。
②　各区分に属する主な国又は地域

ア　ジ　ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等
北米・南米：米国、カナダ、メキシコ
欧　　　州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等

 2.　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当中間期７８,４８１百万円、前中間期５６,７８２百万
円及び前期６４,１５２百万円であり、すべて為替換算調整勘定であります。

 3.税効果会計の適用
　中間連結財務諸表作成のための基本となる事項⑦に記載のとおり、当中間期より税効果会計を早期に適用しておりま
す。
　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当中間期の資産は「日本」が１９,０１９百万円、及び「アジア」
が２１３百万円とそれぞれ増加しております。
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(3) 海 外 売 上 高 　　　（単位：百万円）

当 中 間 期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 42,525 30,398 16,973 89,896

Ⅱ 連 結 売 上 高 143,164

Ⅲ
連結売上高に占める

海外売上高の割合

％

29.7

％

21.2

％

11.9

％

62.8

　　　（単位：百万円）

前 中 間 期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 41,549 35,473 21,887 98,909

Ⅱ 連 結 売 上 高 154,848

Ⅲ
連結売上高に占める

海外売上高の割合

％

26.8

％

22.9

％

14.1

％

63.9

　　　（単位：百万円）

   前     期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 81,425 65,722 41,546 188,693

Ⅱ 連 結 売 上 高 305,324

Ⅲ
連結売上高に占める

海外売上高の割合

％

26.7

％

21.5

％

13.6

％

61.8

(注)1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 2.国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域

ア　ジ　ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等

北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等

欧　　　州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等


